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研究成果の概要（和文）： 

本共同研究の成果は、研究分担者の小松史朗氏が、まず、2010 年（平成 22 年）6月１３日の労

務理論学会全国大会の統一論題において「多文化共生のための労組・NPO・企業・地域社会・自

治体の課題―中京地域を事例としてー」として、日系人問題を中心として、研究報告をおこな

うことができた。また、2010 年度は、平成 21 年度から平成 22 年度にかけておこなった調査研

究をもとに、研究協力者の力もかりて、2010 年（平成 23 年）に、『日本の外国人留学生・労働

者と雇用問題』を晃洋書房より 2011 年 7 月に発刊することができた。2011 年 2 月１６日は本

研究代表の守屋貴司が、労務理論学会・日本労務学会合同関西部会において、「文系外国人留学

生の就職活動と採用・雇用管理」と題して、外国人留学生の雇用問題を中心として研究報告を

おこなうことができた。また、本研究代表者の守屋貴司は、2011 年 6 月には、労務理論学会全

国大会において統一論題において本共同研究の一部の研究報告「日本における文系外国人留学

生の就職活動と採用・雇用管理」をおこなうことができた。本統一論題報告は、労務理論学年

報第 21 号『若者の雇用と人材育成』晃洋書房、2012 年 1 月に論文として掲載された。2011 年

9 月には、日本経営学会全国大会統一論題においても、「リーマン・ショック後の労働の変容と

問題点：日本企業と日本経済を中心にして」と題して本共同研究の一部の研究報告をおこなう

ことがきた。同研究報告は、2,012 年の日本経営学会年報に論文として掲載された。また、2012

年には、『日本労働協会雑誌』の特集に、守屋貴司が寄稿を求められ、論文を掲載した。また、

本研究成果の一部を、守屋貴司が、英語論文として、『立命館経営学』に掲載もおこなっている。 

 
研究成果の概要（英文）： 
As for the accomplishments of this collaborative research project, one member of the 
research group, Fumiaki Komatsu, presented a research report that focused primarily on 
the problems surrounding Japanese descendants at the Japan Academy of Labor and Management 
National Conference in 2011.  Also, in 2011, “Employment Problems and International 
Students/Employees in Japan (Nihon no Gaikokujin Ryūgakusei・Rōdōsha to Koyō Mondai)” 
(Kōyōshobō, 2011 (257 pages)) was published as an interim research report.  In addition, 
a representative of this research group, Takashi Moriya, reported on the problems of 
employment, recruitment, and placement of international students at the Joint Japanese 
Academy of Labor and Management・Japanese Society of Human Resource Management Kansai 
Area Meeting and at the Japan Academy of Labor and Management National Conference.  
Moreover, in September of 2011, he also presented a research report on a portion of the 
achievements of this collaborative research project at the Japanese Academy of Business 
Administration. 
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１．研究開始当初の背景 
本共同研究の研究開始当初の背景は、近年、

日本の企業経営と日本社会に大きな影響を
与え続けている問題としては、円高や少子高
齢化による国内市場の縮小や将来の労働力
不足を背景としたアジアへの生産の急速な
シフトや拡大する中国市場への進出・展開の
ためのアジア（特に中国人）の留学生などの
優秀な人材の獲得・育成であり、更には、リ
ーマンショックによる日本経済的不況の影
響による日系外国人労働者の大量解雇など
による社会問題の拡大にあった。 
  
２．研究の目的 
本研究の目的としては、円高を背景としたア
ジアへの生産シフトへの加速化や少子高齢
化による国内市場の縮小や将来の労働力不
足を背景とした中国市場への進出・展開のた
めの外国人（特に中国人）の留学生・外国人
従業員の人材獲得・人材育成の側面をキャリ
ア開発や人事管理などの雇用問題を中心に
分析したり、円高不況の中、より安価の労働
力を求める中小企業における外国人技能実
習生の雇用問題を解明したり、リーマンショ
ック後の雇用の大変動の中での中部地域を
中心とした日系の外国人労働者の雇用と生
活問題とそれを支える地域社会や NPOの活躍
を浮き彫りにすることであった。 
 
３．研究の方法 
 企業労働論、人事管理制度論を基礎として、
ダイバシティマネジメントの視点からヒア
リング調査を中心に、アンケート調査を補足
的におこなった。企業労働論は、企業労働の
変化の客観的把握を基礎として、管理・組
織・労働の変化を明らかにする研究方法であ
る。人事管理制度論は、人事管理制度を批判
的に検討をすることを通して、人事管理制度
の持つ問題点・矛盾や課題を明らかにする研

究方法である。これらの日本の批判的経営学
分野における伝統的な研究方法の上に、ダイ
バシティマネジメントの国籍の違いの克服
の視点から具体的には分析をおこなってい
る。 
 
４．研究成果 
2009 年度（平成 22 年度）には、日系人、
外国人技能・実習生、外国人留学生などの外
国人の日本の企業における採用・雇用・評
価・教育、労働、解雇、退職等の実態、外国
人留学生の大学・大学院におけるキャリア形
成の実態、また、外国人の社会共生の実態に
ついて解明のために、関係諸機関に対して、
主としてヒアリング調査（定性的調査）の実
施をおこなった。 
 それらの調査結果については、共同研究者
の小松史朗氏が、まず、2010 年（平成 22 年）
6 月１３日の労務理論学会全国大会の統一論
題において「多文化共生のための労組・NPO・
企業・地域社会・自治体の課題―中京地域を
事例としてー」として、日系人問題を中心と
して、研究報告をおこなっている。 
また、2010 年度は、平成 21 年度から平成
22 年度にかけておこなった調査研究をもと
に、研究協力者の力もかりて、2010 年（平成
23 年）に、『日本の外国人留学生・労働者と
雇用問題』を晃洋書房より 2011 年 7 月に発
刊することができた。本書は、日系人、外国
人研修生・技能実習生、外国人留学生などこ
れまで研究対象としてあまり取り上げられ
てこなかった外国人留学生・労働者の雇用問
題に関して、経営学、人事・労務の視点を中
心として取り組むことで、その学術的空白領
域を埋めることを試みた学術書であり、総ペ
ージ数も、253 ページにものぼり、中間研究
報告として、内容の濃いものとすることがで
きた。本書は、あまり光のあたらない「日本
の外国人留学生・労働者の切実な雇用問題」



を、詳細なヒアリング調査などから明らかに
した点が評価され、月刊『経済』2012 年 4 月
合に書評としてとりあげられることとなり、
学会的にも社会的に大きな注目を集めるこ
とができた。特に、日本の外国人留学生の日
本企業への就職の実態や日本企業への就職
後の大変さなども描かれており、社会的に注
目される学術書となった。 
また、2011 年 2 月１６日は本研究代表の守

屋貴司が、労務理論学会・日本労務学会合同
関西部会において、「文系外国人留学生の就
職活動と採用・雇用管理」と題して、外国人
留学生の雇用問題を中心として研究報告を
おこなっている。また、本研究代表の守屋貴
司は、2011 年 6 月には、労務理論学会全国大
会において統一論題において本共同研究の
一部の研究報告をおこないと同時に、2011 年
9 月には、日本経営学会全国大会統一論題に
おいても、本共同研究の一部の研究報告をお
こなった。  
また、社会でも本共同研究が注目を集め、

公益社団：関西経済連合会労働政策部より招
かれ、２011 年１１月２９日に、「大学におけ
る文系外国人留学生の就職支援教育と企業
の採用・雇用管理」と題して、本研究の研究
成果に関する報告をおこなうことができた。 
翌年、2012 年には、『日本労働協会雑誌』
の特集に、守屋貴司が寄稿を求められ、論文
を掲載した。また、本研究成果の一部を、守
屋貴司が、英語論文「Reserch  on the 
Employment of Foreigners such as Foreingn 
Students in Japanese Companiese」として、
『立命館経営学』に掲載もおこなっている。
2012 年には、更に、ヒアリング調査を中心に
して調査研究を進めると同時に、これまでの
研究成果をもとにして、更なる発展した共同
研究を科学研究費基盤研究Ｃに申請をおこ
なうことができた。 
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